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1．生活支援 

 

応急小口資金の貸し付け 
事業の開始 事業の実績 
昭和50年10月 統計編166㌻ 

窓 口 各総合支所生活支援課 

事業所管 保健福祉政策部生活福祉課 

事業の 

概要、目的 

区民が治療・冠婚葬祭等で応急に費用を必要とする場合に、低所得者対策の一

環として小口資金を貸し付け、生活の安定に資する。 

貸付限度額 一世帯につき150,000円（ただし医療に要する費用及び火災そ

の他の災害により被害を受けその復旧等に要する費用につい

ては、一世帯につき300,000円） 

利子 無利子 

返還 据置期間3ヵ月経過後から30ヵ月以内 

申込資格 ①区内に3ヵ月以上居住している生計中心者で、 

 ②一定の収入があり確実に返済ができ、 

 ③収入が一定の額（生活保護基準の2倍）以内の者 

保証人要件 区内に3ヵ月以上居住しており、保証能力が十分あると認めら

れるもの 

根拠法令等 ［区］世田谷区応急小口資金貸付条例・世田谷区応急小口資金貸付条例施行規則 

対   象 疾病・傷害の治療、冠婚葬祭、就職、就学等で応急に費用を必要とする者で、

他から資金を借り受けることが困難な者 
予 算 [歳出] 3,000,000円 決 算 [歳入]［他］1,916,465円 [歳出] 0円 

 

高額療養費等資金の貸し付け 
事業の開始 事業の実績 
昭和53年4月 統計編166㌻ 

窓口・所管 保健福祉政策部国保・年金課管理係 

事業の 

概要、目的 

区民が疾病等による療養・介護・出産のため、一時的に高額の療養費等を支払

うことを要する場合、その支払いに必要な資金を貸し付けることにより、区民

の療養・介護・出産を確保し、生活の安定と福祉の増進を図る。 

貸付金額 

高額療養費、高額介護サービス費、福祉用具購入費及び住宅改

修費・出産費（以下「高額療養費等」という。）の支給見込額

の9割以内（50万円を超える場合は8割） 

利    子 無利子 

貸付期間 高額療養費等が支給されるまで 

返    済 高額療養費等が支給されたとき、それを返済に充てる。 

基 金 額 4,000万円 

根拠法令等 ［区］世田谷区高額療養費等資金貸付基金の設置及び管理に関する条例 

      世田谷区高額療養費等資金貸付基金の設置及び管理に関する条例施行規則 

対   象 高額療養費等の償還払いによる現金支給見込みがあり、支給されるまでの間 

生活維持が困難となる区民 
予 算 [歳出] 5,000円 決 算 [歳出] 0円 

 

 
 

 

区民葬儀券の発行 
事業の開始 事業の実績 
昭和40年 統計編166㌻ 

窓 口 各総合支所区民課戸籍係（烏山総合支所は区民・戸籍係） 

保健福祉政策部生活福祉課 

事業所管 保健福祉政策部生活福祉課 

事業の 

概要、目的 

区民の経済的負担を軽減することを目的とする、区民葬儀券を発行している。 

区民葬儀券を利用することで、以下のとおり特別区統一の協定料金で葬儀を行

うことができる。 

1. 祭壇料金（寝棺含む 税込）（令和3年4月1日改正）        

区   分 料   金 区   分 （長尺棺） 料   金 

A1（金襴五段飾）桐張棺 312,180 円 A1（金襴五段飾）桐張棺 325,380 円 

A2（金襴四段飾）桐張棺 259,600 円 A2（金襴四段飾）桐張棺 272,800 円 

B（白布三段飾）プリント棺 136,400 円 B（白布三段飾）桐張棺 171,600 円 

C（白布二段飾）プリント棺 100,100 円 C（白布二段飾）桐張棺 135,300 円 

              

※満6歳以下の小人は、A1・A2・B・Cともに1,000円プラス消費税分割引。 

※祭壇を利用しないで、寝棺のみを利用の場合は次の金額とする。 

なお、その場合は別途人件費が必要となる。 

 桐張棺 66,000円 プリント棺 44,000円 長尺棺（桐張棺のみ）79,200円 

 

2. 霊柩車運送料金（税込）（令和3年4月1日改正） 

                     
 

3．火葬料金（非課税）（平成23年4月1日改正） 

 
  ※この火葬料金については民営火葬場の料金とする。 

 

4． 遺骨収納容器代（税込）（令和3年4月1日改正） 

区分 料金 

大人用 
2号一式 11,990円 

3号一式 10,780円 

小人用 6号一式 2,530円 
 

根拠法令等 ［区］世田谷区区民葬儀実施要領 

 

 

 

 
 

区分 料   金

種別 10ｋｍまで 20ｋｍまで 30ｋｍまで 
普    通     車

 
15,570円

 

19,530円 

 
23,490円

宮型車（指定車） 33,270円 39,320円 45,370円

料金
大人 53,100円
小人 29,000円
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1．生活支援 

 

応急小口資金の貸し付け 
事業の開始 事業の実績 
昭和50年10月 統計編166㌻ 

窓 口 各総合支所生活支援課 

事業所管 保健福祉政策部生活福祉課 

事業の 

概要、目的 

区民が治療・冠婚葬祭等で応急に費用を必要とする場合に、低所得者対策の一

環として小口資金を貸し付け、生活の安定に資する。 

貸付限度額 一世帯につき150,000円（ただし医療に要する費用及び火災そ

の他の災害により被害を受けその復旧等に要する費用につい

ては、一世帯につき300,000円） 

利子 無利子 

返還 据置期間3ヵ月経過後から30ヵ月以内 

申込資格 ①区内に3ヵ月以上居住している生計中心者で、 

 ②一定の収入があり確実に返済ができ、 

 ③収入が一定の額（生活保護基準の2倍）以内の者 

保証人要件 区内に3ヵ月以上居住しており、保証能力が十分あると認めら

れるもの 

根拠法令等 ［区］世田谷区応急小口資金貸付条例・世田谷区応急小口資金貸付条例施行規則 

対   象 疾病・傷害の治療、冠婚葬祭、就職、就学等で応急に費用を必要とする者で、

他から資金を借り受けることが困難な者 
予 算 [歳出] 3,000,000円 決 算 [歳入]［他］1,916,465円 [歳出] 0円 

 

高額療養費等資金の貸し付け 
事業の開始 事業の実績 
昭和53年4月 統計編166㌻ 

窓口・所管 保健福祉政策部国保・年金課管理係 

事業の 

概要、目的 

区民が疾病等による療養・介護・出産のため、一時的に高額の療養費等を支払

うことを要する場合、その支払いに必要な資金を貸し付けることにより、区民

の療養・介護・出産を確保し、生活の安定と福祉の増進を図る。 

貸付金額 

高額療養費、高額介護サービス費、福祉用具購入費及び住宅改

修費・出産費（以下「高額療養費等」という。）の支給見込額

の9割以内（50万円を超える場合は8割） 

利    子 無利子 

貸付期間 高額療養費等が支給されるまで 

返    済 高額療養費等が支給されたとき、それを返済に充てる。 

基 金 額 4,000万円 

根拠法令等 ［区］世田谷区高額療養費等資金貸付基金の設置及び管理に関する条例 

      世田谷区高額療養費等資金貸付基金の設置及び管理に関する条例施行規則 

対   象 高額療養費等の償還払いによる現金支給見込みがあり、支給されるまでの間 

生活維持が困難となる区民 
予 算 [歳出] 5,000円 決 算 [歳出] 0円 

 

 
 

 

区民葬儀券の発行 
事業の開始 事業の実績 
昭和40年 統計編166㌻ 

窓 口 各総合支所区民課戸籍係（烏山総合支所は区民・戸籍係） 

保健福祉政策部生活福祉課 

事業所管 保健福祉政策部生活福祉課 

事業の 

概要、目的 

区民の経済的負担を軽減することを目的とする、区民葬儀券を発行している。 

区民葬儀券を利用することで、以下のとおり特別区統一の協定料金で葬儀を行

うことができる。 

1. 祭壇料金（寝棺含む 税込）（令和3年4月1日改正）        

区   分 料   金 区   分 （長尺棺） 料   金 

A1（金襴五段飾）桐張棺 312,180 円 A1（金襴五段飾）桐張棺 325,380 円 

A2（金襴四段飾）桐張棺 259,600 円 A2（金襴四段飾）桐張棺 272,800 円 

B（白布三段飾）プリント棺 136,400 円 B（白布三段飾）桐張棺 171,600 円 

C（白布二段飾）プリント棺 100,100 円 C（白布二段飾）桐張棺 135,300 円 

              

※満6歳以下の小人は、A1・A2・B・Cともに1,000円プラス消費税分割引。 

※祭壇を利用しないで、寝棺のみを利用の場合は次の金額とする。 

なお、その場合は別途人件費が必要となる。 

 桐張棺 66,000円 プリント棺 44,000円 長尺棺（桐張棺のみ）79,200円 

 

2. 霊柩車運送料金（税込）（令和3年4月1日改正） 

                     
 

3．火葬料金（非課税）（平成23年4月1日改正） 

 
  ※この火葬料金については民営火葬場の料金とする。 

 

4． 遺骨収納容器代（税込）（令和3年4月1日改正） 

区分 料金 

大人用 
2号一式 11,990円 

3号一式 10,780円 

小人用 6号一式 2,530円 
 

根拠法令等 ［区］世田谷区区民葬儀実施要領 

 

 

 

 
 

区分 料   金

種別 10ｋｍまで 20ｋｍまで 30ｋｍまで 
普    通     車

 
15,570円

 

19,530円 

 
23,490円

宮型車（指定車） 33,270円 39,320円 45,370円

料金
大人 53,100円
小人 29,000円
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中国残留邦人等支援事業 
事業の開始 事業の実績 
平成20年4月 統計編166㌻ 

窓口・所管 保健福祉政策部生活福祉課 

事業の 

概要、目的 

老齢基礎年金を満額支給してもなお世帯の収入が一定基準に満たない場合に、

生活支援給付等を行う。また、中国語が堪能な支援・相談員を配置するととも

に地域における生活支援を行う。 

根拠法令等 ［国］中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成6年法律第30号）同法

施行令（平成8年政令第18号）同法施行規則（平成6年厚生省令第63

号）  

［区］世田谷区中国残留邦人等に対する支援給付及び特定配偶者に対する配偶

者支援金事務取扱規則・中国残留邦人等地域生活支援プログラム事業実

施要領 

対   象 特定中国残留邦人等と配偶者及び同伴帰国者等 

※特定中国残留邦人等とは、本邦に永住帰国した中国残留邦人（樺太含む）で

ア､イを全て満たす者 

ア．明治44年4月2日以後、昭和21年12月31日以前に生まれた者 

イ．昭和36年4月1日以後に初めて永住帰国した者で、永住帰国した日から引

き続き1年以上本邦に住所を有している者 
予 算 [歳出] 57,278,000円 決 算 [歳入]［国負］42,218,812円［国委］1,680,829円 

 ［国補］  744,000円 

[歳出] 48,961,074円   
受験生チャレンジ支援貸付事業 

事業の開始 事業の実績 
平成23年4月 統計編166㌻ 

窓 口 世田谷区生活困窮者自立相談支援センター「ぷらっとホーム世田谷」 

事業所 管 保健福祉政策部生活福祉課 

事業の 

概要、目的 

東京都社会福祉協議会の実施する「受験生チャレンジ支援貸付事業
※ 

 」の受付業

務を行なう。 

※ 受験生チャレンジ支援貸付事業 

学習塾、各種受験対策講座、通信講座、補習教室の受講費用及び高等学校、 

大学等の受験費用を捻出できない低所得者に対して、これらの費用に必要な

資金を貸し付けることにより、低所得世帯の子どもを支援する事業 

令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響で、相談者の増

加が見込まれたため、受付業務体制を強化した。 

貸付限度額 種    別 貸 付 限 度 額 

学習塾等受講料貸付金 200,000円（要支援者1人あたり） 

受験料貸

付金 

中学3年生

等 

27,400円 

ただし1校につき23,000円を限

度に4校まで 

高校3年生

等 

80,000円 

 

利子 無利子 

償還 据置期間：貸付を行った日の属する年度末の翌日から6ヶ

月以内 

償還期間：据置期間経過後5年以内 

償還免除：要支援者が希望する学校に入学した場合等は、

届出により償還が免除される。 

保証人要件 連帯保証人 
 

 

根拠法令等 ［都］ 受験生チャレンジ支援貸付事業実施要綱 

    受験生チャレンジ支援貸付事業償還免除要領 
    受験生チャレンジ支援貸付事業の要件確認に係る事務処理要領 
    低所得者・離職者対策事業実施要綱 
［区］ 世田谷区受験生チャレンジ支援貸付事業申請手続補助実施要綱 

対   象 （1）世帯の生計中心者（20歳以上）であること。 

（2）世帯（父母等養育者）の総収入又は合計所得金額が一定基準以下であるこ

と。 

（3）預貯金等資産の保有額が600万円以下であること。 

（4）土地・建物を所有していないこと（現在居住している場所を除く）。 

（5）都内に引き続き1年以上在住（住民登録）していること。 

（6）生活保護受給世帯の世帯主又は構成員でないこと。 

（7）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）

第2条第6号に規定する暴力団員が属する世帯の構成員でないこと。 
予 算 [歳出] 12,661,000円 決 算 [歳入][都]12,429,000円 [歳出] 12,429,145円 

 

住居確保給付金の支給 
事業の開始 事業の実績 
平成21年10月 統計編167㌻ 

窓 口 世田谷区生活困窮者自立相談支援センター「ぷらっとホーム世田谷」  

事業所管 保健福祉政策部生活福祉課 

事業の 

概要、目的 

離職後2 年以内の者または、個人の責によらない休業等により収入が減少し、

離職等と同程度の状況にある世田谷区在住の方（※）で、就労能力及び就労意

欲のある者のうち、住居を喪失している者又は喪失するおそれのある者で、世

帯の生計中心者に対して、住居確保給付金を支給することにより、これらの者

の住居及び就労機会の確保に向けた支援を行う。 

（※）新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の状況を踏まえ、これまで離職

後2年以内の者を支給対象者としていたところ、令和2年4月20日より対

象者範囲を拡大した。 

支給額 生活保護法による保護の基準に基づき算定される住宅扶助の額を

上限とする。 

支給 

期間 

原則3ヶ月間。ただし一定の条件を満たした場合に、最長で6ヶ月

間、支給期間を延長することができる。 

※新型コロナウイルス感染症対応による特例により、令和2年度中

に新規申請した方は最長で9ヶ月間支給期間を延長することができ

る。 

支給 

方法 

原則、住宅の貸主又は貸主から委託を受けた事業者の口座に振り込

む。 

再支給 （通常再支給） 

受給者が住居確保給付金の受給期間終了後に、新たに解雇（受給者

の責に帰すべき重大な理由による解雇を除く。）された場合、支給

要件に該当する者については、再支給できるものとする。 

（特例再支給） 

新型コロナウイルス感染症に伴う経済情勢の変化に鑑み、特例措置

として令和3年9月末日までの間、住居確保給付金の支給が終了し

た方に対し、解雇以外の離職や休業等に伴う収入減少等の場合で

も、申請により、3 か月間に限り再支給をする（本特例による再支

給の申請は1度限り）。 
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中国残留邦人等支援事業 
事業の開始 事業の実績 
平成20年4月 統計編166㌻ 

窓口・所管 保健福祉政策部生活福祉課 

事業の 

概要、目的 

老齢基礎年金を満額支給してもなお世帯の収入が一定基準に満たない場合に、

生活支援給付等を行う。また、中国語が堪能な支援・相談員を配置するととも

に地域における生活支援を行う。 

根拠法令等 ［国］中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成6年法律第30号）同法

施行令（平成8年政令第18号）同法施行規則（平成6年厚生省令第63

号）  

［区］世田谷区中国残留邦人等に対する支援給付及び特定配偶者に対する配偶

者支援金事務取扱規則・中国残留邦人等地域生活支援プログラム事業実

施要領 

対   象 特定中国残留邦人等と配偶者及び同伴帰国者等 

※特定中国残留邦人等とは、本邦に永住帰国した中国残留邦人（樺太含む）で

ア､イを全て満たす者 

ア．明治44年4月2日以後、昭和21年12月31日以前に生まれた者 

イ．昭和36年4月1日以後に初めて永住帰国した者で、永住帰国した日から引

き続き1年以上本邦に住所を有している者 
予 算 [歳出] 57,278,000円 決 算 [歳入]［国負］42,218,812円［国委］1,680,829円 

 ［国補］  744,000円 

[歳出] 48,961,074円   
受験生チャレンジ支援貸付事業 

事業の開始 事業の実績 
平成23年4月 統計編166㌻ 

窓 口 世田谷区生活困窮者自立相談支援センター「ぷらっとホーム世田谷」 

事 業所管 保健福祉政策部生活福祉課 

事業の 

概要、目的 

東京都社会福祉協議会の実施する「受験生チャレンジ支援貸付事業
※ 

 」の受付業

務を行なう。 

※ 受験生チャレンジ支援貸付事業 

学習塾、各種受験対策講座、通信講座、補習教室の受講費用及び高等学校、 

大学等の受験費用を捻出できない低所得者に対して、これらの費用に必要な

資金を貸し付けることにより、低所得世帯の子どもを支援する事業 

令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響で、相談者の増

加が見込まれたため、受付業務体制を強化した。 

貸付限度額 種    別 貸 付 限 度 額 

学習塾等受講料貸付金 200,000円（要支援者1人あたり） 

受験料貸

付金 

中学3年生

等 

27,400円 

ただし1校につき23,000円を限

度に4校まで 

高校3年生

等 

80,000円 

 

利子 無利子 

償還 据置期間：貸付を行った日の属する年度末の翌日から6ヶ

月以内 

償還期間：据置期間経過後5年以内 

償還免除：要支援者が希望する学校に入学した場合等は、

届出により償還が免除される。 

保証人要件 連帯保証人 
 

 

根拠法令等 ［都］ 受験生チャレンジ支援貸付事業実施要綱 

    受験生チャレンジ支援貸付事業償還免除要領 
    受験生チャレンジ支援貸付事業の要件確認に係る事務処理要領 
    低所得者・離職者対策事業実施要綱 
［区］ 世田谷区受験生チャレンジ支援貸付事業申請手続補助実施要綱 

対   象 （1）世帯の生計中心者（20歳以上）であること。 

（2）世帯（父母等養育者）の総収入又は合計所得金額が一定基準以下であるこ

と。 

（3）預貯金等資産の保有額が600万円以下であること。 

（4）土地・建物を所有していないこと（現在居住している場所を除く）。 

（5）都内に引き続き1年以上在住（住民登録）していること。 

（6）生活保護受給世帯の世帯主又は構成員でないこと。 

（7）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）

第2条第6号に規定する暴力団員が属する世帯の構成員でないこと。 
予 算 [歳出] 12,661,000円 決 算 [歳入][都]12,429,000円 [歳出] 12,429,145円 

 

住居確保給付金の支給 
事業の開始 事業の実績 
平成21年10月 統計編167㌻ 

窓 口 世田谷区生活困窮者自立相談支援センター「ぷらっとホーム世田谷」  

事業所管 保健福祉政策部生活福祉課 

事業の 

概要、目的 

離職後2 年以内の者または、個人の責によらない休業等により収入が減少し、

離職等と同程度の状況にある世田谷区在住の方（※）で、就労能力及び就労意

欲のある者のうち、住居を喪失している者又は喪失するおそれのある者で、世

帯の生計中心者に対して、住居確保給付金を支給することにより、これらの者

の住居及び就労機会の確保に向けた支援を行う。 

（※）新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の状況を踏まえ、これまで離職

後2年以内の者を支給対象者としていたところ、令和2年4月20日より対

象者範囲を拡大した。 

支給額 生活保護法による保護の基準に基づき算定される住宅扶助の額を

上限とする。 

支給 

期間 

原則3ヶ月間。ただし一定の条件を満たした場合に、最長で6ヶ月

間、支給期間を延長することができる。 

※新型コロナウイルス感染症対応による特例により、令和2年度中

に新規申請した方は最長で9ヶ月間支給期間を延長することができ

る。 

支給 

方法 

原則、住宅の貸主又は貸主から委託を受けた事業者の口座に振り込

む。 

再支給 （通常再支給） 

受給者が住居確保給付金の受給期間終了後に、新たに解雇（受給者

の責に帰すべき重大な理由による解雇を除く。）された場合、支給

要件に該当する者については、再支給できるものとする。 

（特例再支給） 

新型コロナウイルス感染症に伴う経済情勢の変化に鑑み、特例措置

として令和3年9月末日までの間、住居確保給付金の支給が終了し

た方に対し、解雇以外の離職や休業等に伴う収入減少等の場合で

も、申請により、3 か月間に限り再支給をする（本特例による再支

給の申請は1度限り）。 
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就職活

動の実

施 

支給対象者は支給期間中に就職に向けた次の活動を行うこと。 

ただし、個人の責によらない休業等により収入が減少し、離職等と

同程度の状況にある方は、①、③を求めない。 

① 毎月2回以上、公共職業安定所へ出向いて職業相談等を受ける

こと。 

② 毎月4回以上、世田谷区の支援員による面接等の支援を受ける

こと（新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の状況を踏まえ、

当面の間、毎月1回以上とする）。 

③ 原則週1回以上、求人先へ応募を行う、又は求人先の面接を受

けること。 

常用就

職によ

る中止 

支給期間中に雇用契約において期間の定めがない、又は6ヶ月以上

の常用就職をした支給対象者は、「常用就職届」を提出し、就労に

伴い得られた収入が一定の中止基準額を超えた場合は、中止基準額

を超える収入が得られた月の翌月以降の支給分から支給を中止す

る。 
 

根拠法令等 ［国］生活困窮者自立支援法 

［区］世田谷区住居確保給付金支給事務処理要綱 
支給要件 （ア） 離職等により経済的に困窮し、住居喪失者又は住居喪失のおそれがある

こと。 

（イ） 申請日において離職等の日から2年以内であること。又は当該個人の責

めに帰すべき理由等によらず収入を得る機会が減少し、離職等と同程度

の状況にあること。 

（ウ） 離職等の日及び申請日の属する月において、その属する世帯の生計を主

として維持していたこと。 

（エ） 申請を行う月に、申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の収入の合

計額が、基準額に家賃額を合算した額（収入基準額）以下であること。 

（オ） 申請日に、申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の所有する金融資

産の合計額が一定基準額以下であること。 

（カ） 公共職業安定所に求職の申し込みをし、誠実かつ熱心に常用就職を目指

した求職活動を行うこと。 

（キ） 国の雇用施策による給付又は自治体等が実施する離職者等に対する住

居の確保を目的とした類似の給付等を、申請者及び申請者と同一の世帯

に属する者が受けていないこと。 

（ク） 申請者及び申請者と同一の世帯に属する者のいずれもが暴力団員によ

る不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法第77号）第2条第6

号に規定する暴力団員でないこと。 
予 算 [歳出]2,664,265,000円 決 算 [歳入][国]1,665,837,135円 

[歳出]2,631,691,824円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

生活困窮者自立促進支援事業 事業の開始 事業の実績 
平成26年4月 統計編167㌻ 

窓 口 世田谷区生活困窮者自立相談支援センター「ぷらっとホーム世田谷」 

各総合支所生活支援課 

事業 所管 保健福祉政策部生活福祉課 

事業の 

概要、目的 

生活困窮者及び生活保護受給者のうち、より個別的、重点的な支援が必要とな

る方について、総合支所生活支援課に配置された自立促進担当と世田谷区生活困

窮者自立相談支援センター「ぷらっとホーム世田谷」が連携し、生活困窮者自立

支援法に基づく支援等を行い、地域での自立生活定着までを支援する。 

（1）総合支所生活支援課 

   生活困窮者及び生活保護受給者のうち、自立促進支援事業での支援が必要

と思われる方について、「ぷらっとホーム世田谷」への情報提供を行なうと

ともに、支援調整会議において支援プランの検討を行なう。 

（2）ぷらっとホーム世田谷 

  ① 自立相談・支援事業 

 「ぷらっとホーム世田谷」への来所者及び総合支所生活支援課から引き

継いだ生活困窮者の相談を受けるとともに、融資制度や住居確保給付金

支給事業、家計改善支援事業、地区社協が展開する地域活動や相談事業

等を活用し、総合的な支援を行なう。 

  ② 就労相談・支援事業 

 重点的に就労支援が必要となる生活困窮者及び生活保護受給者に対し、 

キャリアカウンセリング、グループワークを実施し、就労意欲の喚起、社 

会参加能力の形成等を行なう。また、支援対象者の状況に合わせた就労先 

の開拓、職業紹介を実施する。   

  ③ 生活困窮の子ども支援事業 

    生活保護受給世帯及び生活困窮世帯の子どもを対象に、ボランティア等 

との世代間交流を通じた社会性の育成支援、学習習慣の定着等を目的とし 

た自主学習支援、食育等を通じた日常生活習慣の形成支援を行なう。 

  ④ フードパントリー事業 

    地域の社会福祉法人、ＮＰＯ法人、子ども食堂等と連携し、食の支援を

通じて地域のおける生活困窮者支援等のための共助の基盤づくりを行な

い、生活困窮者を地域全体で支える取組みを行なう。 

⑤ ひきこもり支援事業 

    ひきこもり状態にある方等について、状況や課題等を把握し、日常生活

の支援や、関係機関と連携しながら社会参加や就労につないでいる。また

令和3年3月に策定した「世田谷区ひきこもり支援に係る基本方針」に沿

って、令和4年4月の「（仮称）ひきこもり相談窓口」開設に向け、関係

機関と強化しながら課題・ニーズに寄り添ったきめ細やかな切れ目のない

支援体制の構築や、社会的理解の促進に取組む。 

※新型コロナウイルス感染症感染拡大に伴い増加している生活困窮者から

の相談等に対応するため、「ぷらっとホーム世田谷」での支援体制を強化

した。 

根拠法令等 ［国］生活困窮者自立支援法 

［区］世田谷区生活困窮者及び生活保護受給者に対する自立促進支援事業実施要 

綱、世田谷区生活に困窮する子どもを支援する事業実施要綱、世田谷区生 

活困窮者家計改善支援事業実施要綱、世田谷区生活困窮者自立相談支援事 

業実施要綱、世田谷区生活困窮者就労準備支援事業実施要綱、世田谷区生 

活保護受給者家計相談支援事業実施要綱 
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支給対象者は支給期間中に就職に向けた次の活動を行うこと。 

ただし、個人の責によらない休業等により収入が減少し、離職等と

同程度の状況にある方は、①、③を求めない。 

① 毎月2回以上、公共職業安定所へ出向いて職業相談等を受ける

こと。 

② 毎月4回以上、世田谷区の支援員による面接等の支援を受ける

こと（新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の状況を踏まえ、

当面の間、毎月1回以上とする）。 

③ 原則週1回以上、求人先へ応募を行う、又は求人先の面接を受

けること。 

常用就

職によ

る中止 

支給期間中に雇用契約において期間の定めがない、又は6ヶ月以上

の常用就職をした支給対象者は、「常用就職届」を提出し、就労に

伴い得られた収入が一定の中止基準額を超えた場合は、中止基準額

を超える収入が得られた月の翌月以降の支給分から支給を中止す

る。 
 

根拠法令等 ［国］生活困窮者自立支援法 

［区］世田谷区住居確保給付金支給事務処理要綱 
支給要件 （ア） 離職等により経済的に困窮し、住居喪失者又は住居喪失のおそれがある

こと。 

（イ） 申請日において離職等の日から2年以内であること。又は当該個人の責

めに帰すべき理由等によらず収入を得る機会が減少し、離職等と同程度

の状況にあること。 

（ウ） 離職等の日及び申請日の属する月において、その属する世帯の生計を主

として維持していたこと。 

（エ） 申請を行う月に、申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の収入の合

計額が、基準額に家賃額を合算した額（収入基準額）以下であること。 

（オ） 申請日に、申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の所有する金融資

産の合計額が一定基準額以下であること。 

（カ） 公共職業安定所に求職の申し込みをし、誠実かつ熱心に常用就職を目指

した求職活動を行うこと。 

（キ） 国の雇用施策による給付又は自治体等が実施する離職者等に対する住

居の確保を目的とした類似の給付等を、申請者及び申請者と同一の世帯

に属する者が受けていないこと。 

（ク） 申請者及び申請者と同一の世帯に属する者のいずれもが暴力団員によ

る不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法第77号）第2条第6

号に規定する暴力団員でないこと。 
予 算 [歳出]2,664,265,000円 決 算 [歳入][国]1,665,837,135円 

[歳出]2,631,691,824円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

生活困窮者自立促進支援事業 事業の開始 事業の実績 
平成26年4月 統計編167㌻ 

窓 口 世田谷区生活困窮者自立相談支援センター「ぷらっとホーム世田谷」 

各総合支所生活支援課 

事業所 管 保健福祉政策部生活福祉課 

事業の 

概要、目的 

生活困窮者及び生活保護受給者のうち、より個別的、重点的な支援が必要とな

る方について、総合支所生活支援課に配置された自立促進担当と世田谷区生活困

窮者自立相談支援センター「ぷらっとホーム世田谷」が連携し、生活困窮者自立

支援法に基づく支援等を行い、地域での自立生活定着までを支援する。 

（1）総合支所生活支援課 

   生活困窮者及び生活保護受給者のうち、自立促進支援事業での支援が必要

と思われる方について、「ぷらっとホーム世田谷」への情報提供を行なうと

ともに、支援調整会議において支援プランの検討を行なう。 

（2）ぷらっとホーム世田谷 

  ① 自立相談・支援事業 

 「ぷらっとホーム世田谷」への来所者及び総合支所生活支援課から引き

継いだ生活困窮者の相談を受けるとともに、融資制度や住居確保給付金

支給事業、家計改善支援事業、地区社協が展開する地域活動や相談事業

等を活用し、総合的な支援を行なう。 

  ② 就労相談・支援事業 

 重点的に就労支援が必要となる生活困窮者及び生活保護受給者に対し、 

キャリアカウンセリング、グループワークを実施し、就労意欲の喚起、社 

会参加能力の形成等を行なう。また、支援対象者の状況に合わせた就労先 

の開拓、職業紹介を実施する。   

  ③ 生活困窮の子ども支援事業 

    生活保護受給世帯及び生活困窮世帯の子どもを対象に、ボランティア等 

との世代間交流を通じた社会性の育成支援、学習習慣の定着等を目的とし 

た自主学習支援、食育等を通じた日常生活習慣の形成支援を行なう。 

  ④ フードパントリー事業 

    地域の社会福祉法人、ＮＰＯ法人、子ども食堂等と連携し、食の支援を

通じて地域のおける生活困窮者支援等のための共助の基盤づくりを行な

い、生活困窮者を地域全体で支える取組みを行なう。 

⑤ ひきこもり支援事業 

    ひきこもり状態にある方等について、状況や課題等を把握し、日常生活

の支援や、関係機関と連携しながら社会参加や就労につないでいる。また

令和3年3月に策定した「世田谷区ひきこもり支援に係る基本方針」に沿

って、令和4年4月の「（仮称）ひきこもり相談窓口」開設に向け、関係

機関と強化しながら課題・ニーズに寄り添ったきめ細やかな切れ目のない

支援体制の構築や、社会的理解の促進に取組む。 

※新型コロナウイルス感染症感染拡大に伴い増加している生活困窮者から

の相談等に対応するため、「ぷらっとホーム世田谷」での支援体制を強化

した。 

根拠法令等 ［国］生活困窮者自立支援法 

［区］世田谷区生活困窮者及び生活保護受給者に対する自立促進支援事業実施要 

綱、世田谷区生活に困窮する子どもを支援する事業実施要綱、世田谷区生 

活困窮者家計改善支援事業実施要綱、世田谷区生活困窮者自立相談支援事 

業実施要綱、世田谷区生活困窮者就労準備支援事業実施要綱、世田谷区生 

活保護受給者家計相談支援事業実施要綱 
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